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【図７】電力コスト上昇に伴う負担の限界
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未満

57.0%

1円/kWh

10.2%

2円/kWh

13.9%

3円/kWh

8.4%

4円/kWh

2.5%

5円/kWh

1.9%
5円/kWh超

6.2%

調査対象企業
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【図１】全産業業況ＤＩと都市規模別業況ＤＩの推移

【図４】人員の過不足状況について

【図３】２０１５年度の設備投資動向

37.8%

32.9%

29.3%

※円グラフの外側が15年5月調査、
内側は14年5月調査

設備投資を行う
（予定含む）
38.8％

 ５割超の企業で人手不足が深刻化。生産性向上
への取り組みが急務

見送る
（予定含む）
19.6％

未定
41.6％

 今年度に設備投資を行う（予定含む）企業（全産業）
は３８．８％と、前回調査（14年５月）調査と比べて、
ほぼ同水準。他方、「見送る」は ９．７％減少

 全産業業況ＤＩは、総じてみ

れば緩やかに回復も、足

元では一進一退

 都市規模別にみると、人口

の少ない地域における中

小企業の景況感は、回復

のペースに遅れ

※３区分はいずれも商工会議所地区内ベースの人口を基に集計

（出所）商工会議所 ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査

（出所） 15年9月 日本商工会議所
「人手不足への対応に関する調査結果」

（出所） 15年5月ＬＯＢＯ調査

（出所） 15年7月ＬＯＢＯ調査

○企業の負担（電力コスト、税・社会保険料などの公的負担）は限界

1円/kWh以下
67.2％

（出所） 15年1月 日本商工会議所
「電力コスト上昇の負担限界に関する全国調査」

【図６】コスト増加分の価格転嫁の動向

○コスト増の価格転嫁は、企業向け、消費者向けとも「全く転嫁できていない」が約３割

半分以上は転嫁
できている
25.3％

転嫁は半分
に満たない
33.6％

半分以上は転嫁
できている
26.4％

転嫁は半分
に満たない
34.3％

＜消費者向け（ＢｔｏＣ）＞＜企業向け（ＢｔｏＢ）＞

2015年10月16日
日本商工会議所

中小企業の景況感と設備投資の現状・課題について

中小企業の景況感は、足元では一進一退

中小企業の設備投資に前向きな動き 人手不足の解消が大きな課題

【図５】資本金規模別 売上高経常利益率推移

中小企業における設備投資伸び悩みの要因

○ 中小企業は、大企業に比べて、売上高経常利益率が低く、収益力に乏しい

＜業種別の「不足している」

と回答した企業割合＞

介護・看護 …72.2%

運輸業 …60.9%

建設業 …60.7%

その他サービス業 …58.1%

卸売・小売・飲食店…47.2%

製造業 …44.1%

（出所） 法人企業統計

 電力コスト上昇に伴う負担は、1円/kWh未満
でも企業は耐えられない

【図８】社会保険・雇用保険の事業主負担の推移
 年々増加する社会保険料負担は、企業経営を圧迫

している

（出所）賃金構造基本統計調査、全国健康保険協会（協会けんぽ）管掌
健康保険料の全国平均料率等を参照し、日商事務局にて作成

【図２】設備投資伸び率（前年同期比）

（出所） 法人企業統計

（％）

 中小企業の設備投資は増加傾向

未来投資に向けた
官民対話

＜設備投資の内容＞【複数回答】

国内で新規投資 …42.7%

国内で改修・定期更新 …72.3%

海外で新規投資・改修・定期更新… 4.6%

46.3%
37.9%

29.0%

17.8%

8.9%

0.0%
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30.0%

40.0%
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＜国内の新規設備投資の目的＞

能力増強 品質向上・
新製品生産・
新分野進出

省力化・
合理化

省エネ その他

【複数回答】
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